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○養老町特定非営利活動法人設立支援事業補助金交付要綱 

平成24年５月21日 

告示第77号 

改正 平成25年３月29日告示第63号 

平成27年３月17日告示第32号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、町民と行政の協働によるまちづくりを推進するため、特定非

営利活動促進法（平成10年法律第７号。以下「法」という。）の規定に基づく法

人（以下「NPO法人」という。）に対し、当該NPO法人の設立に要した経費につい

て予算の範囲内において補助金を交付することに関し、養老町補助金交付規則（平

成元年養老町規則第２号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象団体） 

第２条 補助金の対象となる団体は、次の各号のいずれにも該当するNPO法人とする。 

(1) 町内に主たる事務所を有し、主に町内で活動し、今後も引き続き町内で活動

を行う予定の団体であること。 

(2) 役員の２分の１以上が町内に住所を有すること。 

（補助対象経費） 

第３条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次の各号

に定める経費とし、当該NPO法人について設立登記がされた日までに支出したもの

する。 

(1) NPO法人を設立するための手続に要した経費 

(2) 広報及び宣伝に要した経費 

(3) 調査及び研究に要した経費 

(4) 関係機関との協議及び交渉に要した経費 

(5) NPO法人を設立するための会議に要した経費 
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(6) その他町長が認めた経費 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる経費は、補助対象経費としない。 

(1) 役員の報酬及び構成員に係る人件費 

(2) 食糧費及び交際費に類する経費 

(3) 収益事業に係る経費 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、前条第１項に規定する補助対象経費の全額とし、５万円を

限度とする。ただし、補助金の額に1,000円未満の端数が生じたときは、これを切

り捨てるものとする。 

２ 補助金の交付は、１法人につき１回を限度とする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとするNPO法人の代表者は、養老町特定非営利活動

法人設立支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、

町長に提出しなければならない。 

(1) 補助対象経費内訳報告書（別紙） 

(2) 法人設立認証通知又は法人設立認定書の写し 

(3) 登記事項証明書の写し 

(4) 社員（会員）名簿 

(5) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第６条 町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助

金を交付することが適当であると認めたときは、補助金の交付を決定し、養老町

特定非営利活動法人設立支援事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により通

知する。 

（補助金の交付請求） 
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第７条 前条の規定により通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、速

やかに養老町特定非営利活動法人設立支援事業補助金交付請求書（様式第３号）

により、町長に補助金を請求するものとする。 

（補助金の交付） 

第８条 町長は、前条の規定により請求があったときは、補助金を交付するものと

する。 

（補助金の返還） 

第９条 町長は、補助事業者が法人登記の日から起算して３年以内に、法第43条の

規定により、当該NPO法人設立の認証を取り消されたときは、既に交付した補助金

の一部又は全部の返還を求めることができる。 

（委任） 

第10条 この要綱に定めるもののほか必要な事項については、町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、公布の日から施行する。 

（適用区分） 

２ この要綱は、平成24年４月１日以後に法第10条第１項の規定による認証を受け

たNPO法人について適用し、当該NPO法人が同日以後に支出した経費について補助

対象とする。 

（この要綱の失効） 

３ この要綱は、平成30年３月31日限り、その効力を失う。 

附 則（平成25年３月29日告示第63号） 

この要綱は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年３月17日告示第32号） 

この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第５条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

様式第３号（第７条関係） 


